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事業報告の「当社の新株予約権等に関する事項」、連結計算書類の「連結持分
変動計算書」「（ご参考）連結包括利益計算書」「（ご参考）連結キャッシュ・フ
ロー計算書」「連結注記表」及び計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注
記表」につきましては、法令及び定款の規定に基づき、下記ウェブサイトに掲
載し、提供しております。
www.kao.com/content/dam/sites/kao/www-kao-com/jp/ja/corporate/inv
estor-relations/pdf/shareholders_2021_002.pdf
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当社の新株予約権等に関する事項
当社は、当社取締役及び当社取締役を兼務しない執行役員に対して、株式報酬型ストックオ
プションとしての新株予約権を発行し、報酬として割り当てております。新株予約権の割当時
の払込金額は割当対象者の報酬債権と相殺されており、行使価額は1株当たり1円であります。
当該ストックオプションは、割当対象者の報酬と当社の業績及び株式価値の連動性を一層高め
ることによって、割当対象者の会社業績や株式価値の向上への意欲や士気を高めるとともに、
割当対象者と当社株主の利害の共有化により、当社の企業価値の一層の増大を図ることを目的
としています。
なお、2017年3月21日開催の第111期定時株主総会において、当社の中長期的な業績の向上
と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的とした業績連動型株式報酬制度の導入をご
承認いただいたことに伴い、2017年度より株式報酬型ストックオプションは割り当てておりま
せん。

（1）新株予約権の状況（2020年12月31日現在）

名 称
（発 行 日）

新株予約権
の 数

新株予約権の
目的となる株式の
種 類 及 び 数

新株予約権
の払込金額

新株予約権の行使に
際して出資される
財産の価額

新株予約権の
行使可能期間

第13回新株予約権
（2014年5月22日） 11個 当社普通株式

11,000株
1個当たり
3,808,000円

1株当たり
1円

2016年7月1日～
2021年6月30日

第14回新株予約権
（2015年5月21日） 18個 当社普通株式

18,000株
1個当たり
5,630,000円

1株当たり
1円

2017年7月1日～
2022年6月30日

第15回新株予約権
（2016年5月26日） 22個 当社普通株式

22,000株
1個当たり
5,681,000円

1株当たり
1円

2018年7月1日～
2023年6月30日
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（2）当社役員の新株予約権の保有状況（2020年12月31日現在）
① 取締役（社外取締役を除く）の新株予約権の保有状況

名 称 保 有 者 数 保 有 数 新株予約権の目的
となる株式の数

第13回新株予約権 0名 0個 0株

第14回新株予約権 1名 4個 4,000株

第15回新株予約権 2名 6個 6,000株
（注） 当社は、2017年度より当社取締役に新株予約権を割り当てておりません。

② 社外取締役の新株予約権の保有状況

名 称 保 有 者 数 保 有 数 新株予約権の目的
となる株式の数

第13回新株予約権 1名 2個 2,000株

第14回新株予約権 1名 2個 2,000株
（注） 当社は、当社社外取締役の報酬体系の見直しに伴い、第15回（2016年発行分）より当社社外取締役に新株予約権を割り当てておりませ

ん。

（3）当期中に当社従業員等に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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連結持分変動計算書（2020年1月1日から2020年12月31日まで）
（単位：百万円）

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

資 本 金 資本剰余金 自己株式

そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素

新株予約権 在外営業活動
体の換算差額

キャッシュ・フロー・
ヘッジの公正価値の
変動額の有効部分

2020年1月1日残高 85,424 108,715 △4,309 448 △39,630 －

当 期 利 益 － － － － － －

その他の包括利益 － － － － △9,738 △0

当 期 包 括 利 益 － － － － △9,738 △0

自己株式の処分 － △98 471 △177 － －

自己株式の取得 － － △27 － － －

株式に基づく報酬取引 － △394 － － － －

配 当 金 － － － － － －

子会社に対する所有者持分の変動 － △1,605 － － － －

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替 － － － △3 － －

所有者との取引等合計 － △2,097 444 △180 － －

2020年12月31日残高 85,424 106,618 △3,865 268 △49,368 △0

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

非支配持分 資本合計
そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素

利益剰余金 合 計その他の包括利益を通
じて公正価値で測定さ
れる金融資産の純変動

確定給付負債（資産）
の純額の再測定 合 計

2020年1月1日残高 6,208 － △32,974 700,839 857,695 13,726 871,421

当 期 利 益 － － － 126,142 126,142 1,925 128,067

その他の包括利益 184 16,353 6,799 － 6,799 △350 6,449

当 期 包 括 利 益 184 16,353 6,799 126,142 132,941 1,575 134,516

自己株式の処分 － － △177 △194 2 － 2

自己株式の取得 － － － － △27 － △27

株式に基づく報酬取引 － － － － △394 － △394

配 当 金 － － － △64,925 △64,925 △1,269 △66,194

子会社に対する所有者持分の変動 － － － － △1,605 475 △1,130

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替 △668 △16,353 △17,024 17,024 － － －

所有者との取引等合計 △668 △16,353 △17,201 △48,095 △66,949 △794 △67,743

2020年12月31日残高 5,724 － △43,376 778,886 923,687 14,507 938,194
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（ご参考）連結包括利益計算書（2020年1月1日から2020年12月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額 前 期 金 額

当 期 利 益 128,067 150,349

そ の 他 の 包 括 利 益

純損益に振り替えられることのない項目 16,558 △1,203

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産の純変動 168 △6

確定給付負債（資産）の純額の再測定 16,365 △1,180

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分 25 △17

純損益に振り替えられる可能性のある項目 △10,109 △2,525

在 外 営 業 活 動 体 の 換 算 差 額 △9,942 △2,489

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分 △167 △36

税 引 後 そ の 他 の 包 括 利 益 6,449 △3,728

当 期 包 括 利 益 134,516 146,621

当 期 包 括 利 益 の 帰 属

親 会 社 の 所 有 者 132,941 144,508

非 支 配 持 分 1,575 2,113

当 期 包 括 利 益 134,516 146,621
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（ご参考）連結キャッシュ・フロー計算書（2020年1月1日から2020年12月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額 前 期 金 額
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 214,718 244,523
税 引 前 利 益 173,971 210,645
減 価 償 却 費 及 び 償 却 費 86,080 83,369
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △1,571 △1,885
支 払 利 息 2,533 2,840
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 （△ は 益） △2,536 △2,126
有形固定資産及び無形資産除売却損益（△は益） 3,301 3,323
営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加） 6,443 12,862
棚 卸 資 産 の 増 減 額 （△ は 増 加） 646 △2,848
営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少） △4,227 696
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △28,818 △3,788
そ の 他 31,852 △2,936
小 計 267,674 300,152
利 息 の 受 取 額 1,516 1,711
配 当 金 の 受 取 額 2,060 2,146
利 息 の 支 払 額 △2,650 △2,806
法 人 所 得 税 等 の 支 払 額 △53,882 △56,680

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △61,941 △94,266
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △14,053 △35,188
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 19,661 36,660
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △59,396 △83,959
無 形 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △10,454 △9,819
そ の 他 2,301 △1,960

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △87,065 △126,166
短 期 借 入 金 の 増 減 額 （△ は 減 少） △41 19
長 期 借 入 に よ る 収 入 1,080 46,220
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △48 △40,054
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 24,939 －
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △24,942 △12
リ ー ス 負 債 の 返 済 に よ る 支 出 △20,912 △20,565
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △28 △50,033
支 払 配 当 金 △64,987 △60,512
非 支 配 持 分 へ の 支 払 配 当 金 △1,235 △1,287
そ の 他 △891 58

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 65,712 24,091
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 289,681 265,978
現金及び現金同等物に係る為替変動による影響 △2,217 △388
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 353,176 289,681
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結計算書類の作成基準

当社及びその子会社（以下、当社グループ）の連結計算書類は、会社計算規則第120条第1項
の規定により、国際会計基準（以下、IFRS）に準拠して作成しております。なお、本連結計算
書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。

2. 新基準書の早期適用
当社グループの連結計算書類を作成するにあたり、当社グループはIFRS第16号「リース」の
修正「Covid-19に関連した賃料減免」（2020年5月公表）を早期適用しております。

3. 連結の範囲に関する事項
連結子会社……………………………114社（新規1社、除外3社）
主要会社名 ：花王グループカスタマーマーケティング株式会社、株式会社カネボウ化粧品、

花王ロジスティクス株式会社、花王（中国）投資有限公司、上海花王有限公司、
花王（合肥）有限公司、花王（上海）産品服務有限公司、佳麗宝化粧品（中国）
有限公司、花王（上海）化工有限公司、Kao（Taiwan）Corporation、Pilipinas
Kao, Inc.、Kao Industrial（Thailand）Co.,Ltd.、Fatty Chemical（Malaysia)
Sdn.Bhd.、PT Kao Indonesia、Kao USA Inc.、Oribe Hair Care, LLC、Washing
Systems, LLC、Kao America Inc.、Kao Specialties Americas LLC、Kao
Germany GmbH、Kao Manufacturing Germany GmbH、Kao Chemicals GmbH、
Molton Brown Limited、Kao Chemicals Europe, S.L.、Kao Corporation, S.A.

　 （新規） ・当連結会計年度において新たに設立したため連結の範囲に含めた1社
PT. Kao Indonesia Distribution

　 （除外） ・当連結会計年度において清算したことにより連結の範囲から除外した3社
株式会社消費生活研究所、KMS Haircare Limited、KPSS (Ireland)
Limited

4. 持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社…………………5社 (除外1社）
主要会社名 ：ニベア花王株式会社、昭和興産株式会社

5. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

6. 会計処理基準に関する事項
（1）連結の基礎
① 子会社
子会社とは、当社により支配されているすべての事業体であります。支配とは、投資先への
関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利を有し、かつ投資先に対す
るパワーにより当該リターンに影響を及ぼす能力を有している場合をいいます。
子会社の財務諸表は、当社が支配を獲得した日から支配を喪失する日まで、当社グループの
連結計算書類に含まれております。
当社及び子会社間の債権債務残高及び内部取引高、並びに当社及び子会社間の取引から発生
した未実現損益は、連結計算書類の作成に際して消去しております。
子会社持分の割合が変動した際、支配が継続する場合には、資本取引として会計処理してお
ります。非支配持分の調整額と対価の公正価値との差額は、当社グループに帰属する持分とし
て資本に直接認識しております。
子会社の非支配持分は、当社グループの持分とは別個に識別しております。子会社の包括利
益については、非支配持分が負の残高となる場合であっても、親会社の所有者と非支配持分に
帰属させております。
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子会社の決算日はすべて当社と同じ決算日であります。
② 関連会社
関連会社とは、当社がその財務及び営業の方針の決定に対して重要な影響力を有しているも
のの、支配をしていない企業をいいます。当社が他の企業の議決権の20％以上50％以下を直
接又は間接的に保有する場合、当社は当該他の企業に対して重要な影響力を有していると推定
されます。保有する議決権が20％未満であっても、財務及び営業の方針の決定に重要な影響力
を行使しうる会社も関連会社に含めております。
関連会社への投資は、取得時には取得原価で認識され、当社が重要な影響力を有することと
なった日からその影響力を喪失する日まで、持分法によって会計処理しております。
関連会社に対する投資には、取得に際して認識されたのれん（減損損失累計額控除後）が含
まれております。
関連会社の決算日は一部当社と異なっております。決算日の異なる関連会社については、当
社決算日において、仮決算を実施しております。

（2）企業結合
企業結合は取得法を用いて会計処理しております。取得対価は、被取得企業の支配と交換に
移転した資産、当社に発生した被取得企業の旧所有者に対する負債及び当社が発行した資本持
分の取得日公正価値の合計額として測定されます。
被取得企業における識別可能な資産及び負債は、以下を除いて、取得日の公正価値で測定し
ております。
・繰延税金資産・負債及び従業員給付契約に関連する資産・負債は、それぞれIAS第12号
「法人所得税」及びIAS第19号「従業員給付」に従って認識及び測定しております。
・IFRS第5号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従って取得日に売却目
的保有に分類され取得した非流動資産又は処分グループは、当該基準書に従って測定し
ております。
・被取得企業の株式に基づく報酬取引に係る負債もしくは資本性金融商品、又は被取得企
業の株式に基づく報酬取引の当社の株式に基づく報酬取引への置換えに係る負債もしく
は資本性金融商品は、IFRS第2号「株式に基づく報酬」に従って測定しております。

取得対価が取得した識別可能な資産及び引き受けた負債の取得日公正価値の正味の金額を超
過する場合は、連結財政状態計算書においてのれんとして認識しております。反対に下回る場
合には、直ちに連結損益計算書において収益として認識しております。
仲介手数料、弁護士費用、デュー・デリジェンス費用等の、企業結合に関連して発生する費
用は、発生時に費用処理しております。
非支配持分の追加取得については、資本取引として会計処理しているため、当該取引からの
れんは認識しておりません。
共通支配下における企業結合取引、すなわち、すべての結合企業又は結合事業が最終的に企
業結合の前後で同じ当事者によって支配され、その支配が一時的ではない企業結合取引につい
ては、帳簿価額に基づき会計処理しております。

（3）外貨換算
① 機能通貨及び表示通貨
当社グループの連結計算書類は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としております。
またグループ内の各社は、それぞれ独自の機能通貨を定めており、各社の取引はその機能通貨
により測定しております。
② 外貨建取引
外貨建取引は、取引日における直物為替レート、又はそれに近似するレートにより機能通貨
に換算しております。
各報告期間の末日において、外貨建の貨幣性項目は、各報告期間の末日現在の為替レートに
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より機能通貨に換算しております。
取得原価で測定している外貨建非貨幣性項目は、取得日の為替レートにより機能通貨に換算
しております。公正価値で測定している外貨建非貨幣性項目は、当該公正価値の測定日におけ
る為替レートにより機能通貨に換算しております。当該換算及び決済により生じる換算差額は
純損益として認識しております。ただし、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される資
本性金融資産及びキャッシュ・フロー・ヘッジから生じる換算差額については、その他の包括
利益として認識しております。
③ 在外営業活動体の財務諸表
在外営業活動体の資産及び負債については各報告期間の末日現在の為替レート、収益及び費
用については当該期間中の為替レートが著しく変動していない限り、期中平均為替レートを用
いて換算しております。在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる換算差額は、その他の包
括利益として認識しております。在外営業活動体の累積換算差額は、在外営業活動体が処分さ
れた期間に純損益に振り替えられます。

（4）金融商品
① 金融資産
（ⅰ）当初認識及び測定

当社グループは、営業債権及びその他の債権を発生日に当初認識しており、その他の金融
資産は当該金融資産の契約当事者となった取引日に当初認識しております。
当初認識時において、すべての金融資産は公正価値で測定しておりますが、純損益を通じ
て公正価値で測定される金融資産に分類されない場合は、当該公正価値に金融資産の取得に
直接帰属する取引費用を加算した金額で測定しております。純損益を通じて公正価値で測定
される金融資産の取引費用は、純損益に認識しております。

（ⅱ）分類及び事後測定
当社グループは、保有する金融資産を、（a）償却原価で測定される金融資産、（b）その他
の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産、（c）その他の包括利益を通じて
公正価値で測定される資本性金融資産、（d）純損益を通じて公正価値で測定される金融資産
のいずれかに分類しております。この分類は、当初認識時に決定しており、金融資産の当初
認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。

（a）償却原価で測定される金融資産
当社グループが保有する金融資産のうち、次の条件がともに満たされる場合には、償却
原価で測定される金融資産に分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする
事業モデルの中で保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッ
シュ・フローが所定の日に生じる。
当初認識後、償却原価で測定される金融資産については実効金利法を用いて算定し、必
要な場合には減損損失を控除しております。実効金利法による償却及び認識が中止された
場合の利得又は損失は、当期の純損益に認識しております。

（b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産
当社グループが保有する金融資産のうち、次の条件がともに満たされる場合には、その
他の包括利益を通じて公正価値で測定される負債性金融資産に分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モデ
ルの中で保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッ
シュ・フローが所定の日に生じる。
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（c）その他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融資産
当社グループは、一部の資本性金融資産については、公正価値の事後の変動をその他の
包括利益に表示するという取消不能な選択を行っており、その他の包括利益を通じて公正
価値で測定される資本性金融資産に分類しております。
当該金融資産は、当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動はその他の包括利益
に含めて認識しております。投資を処分した場合、もしくは公正価値が著しく低下した場
合に、その他の包括利益を通じて認識された利得又は損失の累計額をその他の資本の構成
要素から利益剰余金に振り替えております。
なお、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融資産からの配当金に
ついては、金融収益として純損益に認識しております。

（d）純損益を通じて公正価値で測定される金融資産
上記の償却原価で測定される金融資産、又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定
される負債性金融資産及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融資
産以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類しておりま
す。当社グループの純損益を通じて公正価値で測定される金融資産としては、一部の短期
投資、デリバティブ資産等が該当します。なお、当社グループは、当初認識時において、
純損益を通じて公正価値で測定される金融資産として、取消不能の指定を行ったものはあ
りません。
当該金融資産は、当初認識後、公正価値で測定し、その変動は純損益で認識しておりま
す。また、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に係る利得又は損失は、純損益
に認識しております。

（ⅲ）金融資産の減損
償却原価で測定される金融資産等に係る減損については、当該金融資産に係る予想信用損
失に対して貸倒引当金を認識しております。
当社グループは、各報告日において、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく
増大したかどうかを評価しております。
金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融商
品に係る貸倒引当金を12カ月の予想信用損失と同額で測定しております。一方で、金融商品
に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当該金融商品に係る貸倒
引当金を全期間の予想信用損失と同額で測定しております。
ただし、営業債権等については常に貸倒引当金を全期間の予想信用損失と同額で測定して
おります。
金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積っております。
・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
・貨幣の時間価値
・報告日時点で過大なコスト又は労力なしに利用可能である、過去の事象、現在の状況、
並びに将来の経済状況の予測についての合理的で裏付け可能な情報

当該測定に係る金額は、純損益で認識しております。
減損損失認識後に減損損失を減額する事象が発生した場合は、減損損失の減少額を純損益
として戻入れております。

（ⅳ）金融資産の認識の中止
当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場
合、又は当社グループが金融資産を譲渡し、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値の
ほとんどすべてを移転する場合にのみ金融資産の認識を中止しております。

② 金融負債
（ⅰ）当初認識及び測定

当社グループは、社債及び借入金等はその発行日に、その他の金融負債は、取引日に当
初認識しております。
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当初認識時において、すべての金融負債は公正価値で測定しておりますが、償却原価で
測定される金融負債については、公正価値から直接帰属する取引費用を控除した金額で測
定しております。
純損益を通じて公正価値で測定される金融負債の取引費用は、純損益に認識しておりま
す。

（ⅱ）分類及び事後測定
当社グループは、金融負債について、純損益を通じて公正価値で測定される金融負債と償
却原価で測定される金融負債のいずれかに分類しております。この分類は、当初認識時に決
定しております。金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定して
おります。
当社グループの純損益を通じて公正価値で測定される金融負債としては、デリバティブ負
債が該当します。当初認識時において純損益を通じて公正価値で測定される金融負債とし
て、取消不能の指定を行ったものはありません。純損益を通じて公正価値で測定される金融
負債は、当初認識後、公正価値で測定し、その変動については当期の純損益として認識して
おります。
償却原価で測定される金融負債については、当初認識後、実効金利法による償却原価で測
定しております。実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得又は損失について
は、当期の純損益に認識しております。

（ⅲ）金融負債の認識の中止
当社グループは、金融負債が消滅した時、すなわち、債務が履行された時、契約中に特定
された債務が免責、取消し又は失効となった時に、金融負債の認識を中止しております。

③ 金融資産と金融負債の相殺
金融資産と金融負債は、認識された金額を相殺する法的に強制可能な権利を現在有してお
り、かつ純額で決済するか、又は資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有している
場合にのみ相殺し、連結財政状態計算書において純額で表示しております。
④ 金融商品の公正価値
公正価値で測定される金融商品は、様々な評価技法やインプットを使用して算定しておりま
す。公正価値の測定に用いた評価技法へのインプットの観察可能性に応じて算定した公正価値
を以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１・・・同一の資産又は負債に関する活発な市場における公表市場価格により測定

した公正価値
レベル２・・・レベル１以外の、資産又は負債について、直接又は間接的に観察可能なイ

ンプットにより測定した公正価値
レベル３・・・資産又は負債についての観察可能な市場データに基づかないインプットに

より測定した公正価値
⑤ ヘッジ会計
当社グループは、金利リスクの回避又は軽減を目的として、金利スワップ等のデリバティブ
取引を利用しております。当社グループは、ヘッジ関係の開始時に、ヘッジ関係並びにヘッジ
の実行に関する企業のリスク管理目的及び戦略の公式な指定と文書化を行っております。当該
文書には、ヘッジ手段、ヘッジ対象、ヘッジされるリスクの性質、及びヘッジ関係がヘッジ有
効性の要求を満たしているかどうかを判定する方法を記載しております。また当社グループで
は、ヘッジ関係の開始時、及び継続的に、ヘッジ関係がヘッジ有効性の要求を満たしているか
どうかを評価しております。継続的な判定は、各報告日又はヘッジ有効性の要求に影響を与え
る状況の重大な変化があった時のいずれか早い方において実施しております。
なお、当社グループではキャッシュ・フロー・ヘッジ、公正価値ヘッジ及び在外営業活動体
に対する純投資ヘッジは行っておりません。
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（5）現金及び現金同等物
現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3カ月以内に償還期限の到来す
る短期投資から構成されております。
現金同等物には、譲渡性預金、定期預金、コマーシャルペーパー、公社債投信、金銭の信託
等を含めております。

（6）棚卸資産
棚卸資産は、原価と正味実現可能価額のいずれか低い額で測定しております。正味実現可能
価額は、通常の事業の過程における見積売価から、完成までに要する原価の見積額及び販売に
要する費用の見積額を控除した額であります。原価は、購入原価、加工費、現在の場所及び状
態に至るまでに発生したすべての費用を含んでおり、主として総平均法に基づいて算定してお
ります。

（7）有形固定資産
有形固定資産の測定は原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計
額を控除した価額で表示しております。
取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体・除去及び敷地の原状回復費用の当初
見積額が含まれております。
土地及び建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額
法で計上しております。
主要な資産項目ごとの見積耐用年数は、以下のとおりであります。
・建物及び構築物 10－35年
・機械装置及び運搬具 7－14年
・工具、器具及び備品 3－10年
見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、各連結会計年度末に再検討し、変更が必要と
なった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

（8）のれん及び無形資産
① のれん
のれんは償却を行わず、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で計上しております。
また、のれんは企業結合のシナジーから便益を得ると見込まれる資金生成単位又は資金生成
単位グループに配分し、連結会計年度末までに最低年に一度又は減損の兆候がある場合にはそ
の都度、減損テストを実施しております。のれんの減損損失は純損益として認識し、その後の
戻入れは行っておりません。
なお、のれんの当初認識時における測定は、注記「連結計算書類の作成のための基本となる
重要な事項に関する注記等 6. 会計処理基準に関する事項 （2）企業結合」に記載しており
ます。
② 無形資産
無形資産の測定は、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控
除した額で計上しております。
個別に取得した無形資産の取得原価は、資産の取得に直接起因する費用を含めて測定してお
ります。
企業結合において取得した無形資産の取得原価は、取得日現在における公正価値で測定して
おります。
自己創設の無形資産については、資産化の要件を満たす開発費用を除き、その支出額はすべ
て発生した期の費用として認識しております。資産化の要件を満たす開発費用は、ソフトウェ
アのみになります。
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当初認識後は、耐用年数を確定できない無形資産を除いて、それぞれの見積耐用年数にわた
って定額法で償却しております。
主要な無形資産の見積耐用年数は、以下のとおりであります。なお、耐用年数を確定できな
い重要な無形資産はありません。
・商標権 20年
・顧客関係 15年、20年
・ソフトウェア 5年
見積耐用年数、残存価額及び償却方法は、各連結会計年度末に再検討し、変更が必要な場合
は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。
③ 研究開発費
研究関連支出については、発生時に費用認識しております。開発関連支出については、信頼
性をもって測定することができ、将来的に経済的便益を得られる可能性が高く、当社グループ
が開発を完成させ、当該資産を使用又は販売する意図及びそのための十分な資源を有している
場合にのみ資産計上しております。なお、研究関連支出と開発関連支出が明確に区分できない
場合には、研究関連支出として発生時に費用認識しております。

（9）リース
借手としてのリース取引について、リース開始日に、リース負債を未払リース料総額の現在
価値で、使用権資産をリース負債の当初測定額に当初直接コスト、前払リース料等を調整し、
リース契約に基づき要求される原状回復義務等のコストを加えた額で測定しております。
使用権資産は、見積耐用年数又はリース期間のいずれか短い方の期間にわたって定額法によ
り減価償却しております。リース料は、利息法に基づき、金利費用とリース負債の返済額とに
配分しております。金利費用は連結損益計算書上、使用権資産に係る減価償却費と区分して表
示しております。
ただし、リース期間が12カ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、使用
権資産及びリース負債を認識せず、当該リースに関連したリース料を、リース期間にわたり定
額法又は他の規則的な基礎のいずれかにより費用として認識しております。
また、新型コロナウイルス感染症の直接の結果として生じる賃料減免のうち所定の要件を満
たすものについて、実務上の便法を適用し、リースの条件変更として取り扱わず、変動リース
料として処理しております。
貸手としてのリース取引で重要なものはありません。

（10）非金融資産の減損
棚卸資産、繰延税金資産、売却目的で保有する非流動資産及び従業員給付から生じる資産を
除く非金融資産は、各報告期間の末日現在において、資産が減損している可能性を示す兆候が
あるか否かを検討しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見
積っております。のれんについては、減損の兆候の有無にかかわらず、連結会計年度末までに
最低年に一度、回収可能価額を見積っております。
資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分費用控除後の公正価値のうちいず
れか高い方の金額としております。資産の使用価値の算定に適用する割引率は、貨幣の時間価
値及び当該資産に固有のリスクのうち、それについて将来キャッシュ・フローの見積りを調整
していないものに関する現在の市場評価を反映した税引前の割引率としております。
個別資産の回収可能価額の見積りが可能でない場合には、当該資産が属する資金生成単位の
回収可能価額を算定しております。企業結合により取得したのれんは、取得日以降、企業結合
のシナジーから便益を得ると見込まれる当社グループの資金生成単位又は資金生成単位グルー
プに配分して減損テストを行っております。
全社資産は別個のキャッシュ・インフローを発生させないため、個別の全社資産の回収可能
価額は算定できません。全社資産に減損の兆候がある場合、当該資産の処分を決定している場
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合を除き、全社資産が属する資金生成単位又は資金生成単位グループの回収可能価額を算定
し、帳簿価額と比較しております。
減損損失は、見積回収可能価額が帳簿価額を下回る場合に純損益として認識しております。
資金生成単位又は資金生成単位グループに関連して認識した減損損失は、最初に、当該資金
生成単位又は資金生成単位グループに配分したのれんの帳簿価額を減額し、次に、当該単位内
の各資産の帳簿価額に基づいた比例按分により、当該単位の中の他の資産に配分しておりま
す。
当社グループは、連結会計年度の末日において、過去の期間にのれん以外の資産について認
識した減損損失がもはや存在しないか又は減少している可能性を示す兆候があるかどうかを検
討しております。そのような兆候が存在する場合には、当社グループは当該資産の回収可能価
額を見積っております。
過去の期間において、のれん以外の資産について認識した減損損失は、最後の減損損失を認
識した以後に当該資産の回収可能価額の算定に用いた見積りに変更があった場合にのみ、戻入
れをしております。この場合には、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで、減損損失の戻入
れとして増額しております。
減損損失の戻入れは、過去の期間において当該資産について認識した減損損失がなかったと
した場合の償却又は減価償却控除後の帳簿価額を上限としております。

（11）従業員給付
① 退職後給付
当社グループは、従業員の退職後給付制度として確定給付制度と確定拠出制度を運営してお
ります。
（ⅰ）確定給付制度

確定給付制度については、確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに
過去勤務費用を、予測単位積増方式を用いて各制度ごとに個別に算定しております。
割引率は、将来の給付支払見込日までの期間に対応した期末日時点の優良社債の市場利回
りに基づき算定しております。
確定給付制度債務の現在価値と制度資産の公正価値との純額を、負債又は資産として計上
しております。ただし、確定給付制度が積立超過である場合は、確定給付資産の純額は、制
度からの返還又は制度への将来掛金の減額の形で利用可能な経済的便益の現在価値を資産上
限額としております。また、確定給付負債（資産）の純額に係る利息純額は金融費用（金融
収益）として純損益に認識しております。
確定給付負債（資産）の純額の再測定は、発生した期においてその他の包括利益として一
括認識し、直ちに利益剰余金に振り替えております。
過去勤務費用は、発生した期の純損益として認識しております。

（ⅱ）確定拠出制度
確定拠出型の退職給付に係る掛金は、勤務を提供した時点で費用として認識しておりま
す。

② その他の従業員給付
短期従業員給付については、割引計算は行わず、従業員が関連するサービスを提供した時点
で費用として認識しております。
賞与については、それらの支払を行う現在の法的債務もしくは推定的債務を有しており、信
頼性のある見積りが可能な場合に、支払われると見積られる金額を負債として認識しておりま
す。
有給休暇費用は累積型有給休暇制度に係る法的債務又は推定的債務を有し、信頼性のある見
積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる金額を負債として認識
しております。
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（12）株式に基づく報酬
① ストックオプション制度
当社は、持分決済型の株式に基づく報酬制度として、ストックオプション制度を導入してお
りましたが、業績連動型株式報酬制度を導入したことに伴い、ストックオプション制度は、既
に付与されているものを除いて廃止しております。
② 業績連動型株式報酬制度
当社は、持分決済型の株式に基づく報酬制度として、業績連動型株式報酬制度を導入してお
ります。
業績連動型株式報酬制度は、受領したサービスを付与日における当社株式の公正価値で測定
し、付与日から権利確定期間にわたり費用として認識し、同額を資本剰余金の増加として認識
しております。付与日における当社株式の公正価値は、株式の市場価格を予想配当を考慮に入
れて修正し、算定しております。

（13）引当金
引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが現在の法的又は推定的債務を負ってお
り、当該債務を決済するために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高く、当
該債務の金額について信頼性のある見積りができる場合に認識しております。
引当金として認識した金額は報告期間の末日における現在の債務を決済するために要する支
出に関して、リスク及び不確実性を考慮に入れた最善の見積りであります。貨幣の時間価値の
影響が重要な場合には、引当金は債務の決済に必要と見込まれる支出の現在価値で測定してお
ります。

（14）収益
当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
ステップ1：顧客との契約を識別する
ステップ2：契約における履行義務を識別する
ステップ3：取引価格を算定する
ステップ4：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ5：企業が履行義務の充足時に収益を認識する
当社グループは、化粧品、スキンケア製品、ヘアケア製品、サニタリー製品、ファブリック
ケア製品等の一般消費財及び、油脂アルコールや界面活性剤等の化学品の販売を行っており、
このような製品販売については、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得
することから、履行義務が充足されると判断しており、当該製品の引渡時点で収益を認識して
おります。また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び
返品等を控除した金額で測定しております。

（15）法人所得税
法人所得税は、当期税金及び繰延税金から構成されております。これらは、企業結合に関連
するもの、及び直接資本又はその他の包括利益で認識される項目を除き、純損益として認識し
ております。
① 当期税金
当期税金は、税務当局に納付又は税務当局から還付されると予想される金額で算定しており
ます。税額の算定にあたっては、当社グループが事業活動を行い、課税対象となる損益を稼得
する国において、報告期間の末日までに制定され、又は実質的に制定されている税率及び税法
に基づいております。
② 繰延税金
繰延税金資産及び負債は、報告期間の末日における資産及び負債の会計上の帳簿価額と税務
上の金額との一時差異、繰越欠損金及び繰越税額控除に対して認識しております。
繰延税金資産は将来減算一時差異、繰越欠損金及び繰越税額控除に対して、将来の課税所得
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により利用できる可能性が高い範囲内で認識し、繰延税金負債は原則としてすべての将来加算
一時差異について認識しております。
繰延税金資産の帳簿価額は毎期見直され、繰延税金資産の一部又は全部の便益を実現させる
のに十分な課税所得が稼得されない可能性が高い部分については、帳簿価額を減額しておりま
す。未認識の繰延税金資産は毎期再評価され、将来の課税所得が、繰延税金資産の回収を可能
にする可能性が高くなった範囲で、当社グループは過去に未認識であった繰延税金資産を認識
しております。
なお、以下の一時差異に対しては、繰延税金資産及び負債を認識しておりません。
・のれんの当初認識から生じる将来加算一時差異
・企業結合取引を除く、会計上の利益にも税務上の課税所得にも影響を与えない取引によっ
て発生する資産及び負債の当初認識により生じる一時差異
・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異のうち、一時差異の解消時期を
コントロールでき、かつ予測可能な期間内に一時差異が解消しない可能性が高い場合
・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来減算一時差異のうち、予測可能な期間内に一
時差異が解消されない可能性が高い場合
繰延税金資産及び負債は、報告期間の末日までに制定され、又は実質的に制定されている税
率及び税法に基づいて、当該資産が実現する期又は負債が決済される期に適用されると予想さ
れる税率によって算定されます。
繰延税金資産及び負債は、当期税金負債と当期税金資産を相殺する法的強制力のある権利を
有し、かつ同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合、相殺しております。
当社及び一部の子会社は、連結納税制度を適用しております。

（16）1株当たり利益
基本的1株当たり当期利益は、親会社の普通株主に帰属する当期利益を、その期間の自己株
式を調整した発行済普通株式の加重平均株式数で除して計算しております。

（17）売却目的で保有する非流動資産
継続的使用ではなく主に売却取引により回収される非流動資産又は処分グループのうち、1
年以内に売却する可能性が非常に高く、かつ現在の状態で即時に売却可能で、当社グループの
経営者が売却計画の実行を確約している場合には、売却目的で保有する非流動資産又は処分グ
ループとして分類しております。売却目的保有に分類されている間又は売却目的保有に分類さ
れている処分グループの一部である間は、非流動資産は減価償却又は償却は行わず、売却目的
保有に分類された非流動資産又は処分グループを、帳簿価額と売却費用控除後の公正価値のう
ち、いずれか低い方の金額で測定しております。

（18）資本及びその他の資本項目
① 普通株式
普通株式は、発行価額を資本金及び資本剰余金に認識しております。また、株式発行費用は
発行価額から控除しております。
② 自己株式
自己株式は取得原価で評価され、資本から控除しております。当社の自己株式の購入、売却
又は消却において、利得又は損失は認識しておりません。なお、帳簿価額と売却時の対価との
差額は、資本として認識しております。

（19）配当金
当社の株主に対する配当のうち、期末配当は当社の株主総会により決議された日、中間配当
は取締役会により決議された日の属する期間の負債として認識しております。
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会計方針の変更に関する注記
（IFRS第16号「リース」の修正「Covid-19に関連した賃料減免」の早期適用）
当社グループは、当連結会計年度よりIFRS第16号「リース」の修正「Covid-19に関連した賃料減
免」（2020年5月公表）を早期適用しております。
借手のリースにおいて、新型コロナウイルス感染症の直接の結果として生じる賃料減免のうち所定
の要件を満たすものについて、実務上の便法を適用し、リースの条件変更として取り扱わず、変動リ
ース料として処理しております。
なお、当連結会計年度の連結損益計算書において、当該変動リース料を「販売費及び一般管理費」
に含めておりますが、その影響は軽微であります。

追加情報
（新型コロナウイルス感染症に伴う重要な会計上の見積り）
重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断については、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮

して行っております。収束時期等についての統一的な見解は公表されておらず、その影響については
当連結会計年度以後においても一定期間続く可能性がありますが、将来に向けて徐々に回復していく
ものと仮定しております。

連結財政状態計算書に関する注記
1. 資産から直接控除した貸倒引当金

営業債権及びその他の債権 2,043百万円
その他の金融資産 811

2. 有形固定資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む） 1,036,791百万円
3. 使用権資産の減価償却累計額（減損損失累計額を含む） 45,425百万円
4. 無形資産の償却累計額（減損損失累計額を含む） 21,523百万円

連結持分変動計算書に関する注記
1. 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 482,000,000株 － － 482,000,000株

2. 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 1,083,466株 28,823株 58,270株 1,054,019株

（注1）普通株式の自己株式の株式数の増加28,823株は、持分法適用関連会社が保有する自己株式の
株式数の変動による増加25,605株及び単元未満株式の買い取りによる増加3,218株でありま
す。
普通株式の自己株式の株式数の減少58,270株は、ストックオプションの行使による減少
43,000株、役員報酬BIP信託の取締役等に対する交付による減少15,000株及び単元未満株式
の売り渡しによる減少270株であります。

（注2）当連結会計年度末の自己株式の株式数には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式211,550株
が含まれております。
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3. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の
種 類

配当金の総額
（百万円）（注）

１株当たり
配 当 額
（円）

基 準 日 効力発生日

第114期定時株主総会
（2020年3月25日開催） 普通株式 31,260 65 2019年12月31日 2020年3月26日

取 締 役 会
（2020年7月29日開催） 普通株式 33,666 70 2020年6月30日 2020年9月1日

（注）配当金の総額のうち、持分法適用関連会社が保有する自己株式に係る配当金の持分相当額及び
役員報酬BIP信託が保有する当社株式に係る配当金を控除しております。
なお、控除前の金額は、2020年3月25日開催の第114期定時株主総会については、31,310百万
円であり、2020年7月29日開催の取締役会については、33,721百万円であります。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2021年3月26日開催予定の第115期定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配 当 額
（円）

基 準 日 効力発生日

普通株式 利益剰余金 33,722 70 2020年12月31日 2021年3月29日

4. 当連結会計年度末における当社が発行している新株予約権（権利行使期間の初日が到来していな
いものを除く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 51,000株

金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項
金融商品に係るリスク管理
当社グループは、市場リスク、信用リスク及び流動性リスクを回避又は低減するために、以下
の方針に基づき金融商品に係るリスクを管理しております。
① 市場リスク管理

当社グループは、事業活動を行う上で為替変動、金利変動、株価変動等の市場の変動に伴う
リスクに晒されております。市場リスクを適切に管理することにより、リスクの低減を図るよ
う努めております。また、当社グループでは、市場リスクを適切に管理する目的で主に為替予
約、通貨スワップ、金利スワップ等のデリバティブ取引を利用することがあります。デリバテ
ィブ取引の執行・管理については、その目的、利用限度額、取引の範囲、組織体制等を定めた
社内規程に従っており、実需に基づいたリスクの回避に限定して利用しております。当社グル
ープでは投機目的でのデリバティブの利用は行わない方針であります。従って、当社が保有す
るデリバティブの公正価値の変動は原則として、対応する取引の公正価値の変動又はキャッシ
ュ・フローの変動を相殺する効果を有しております。

（ⅰ）為替変動リスク
当社グループは、海外でも事業活動を行っており、外貨建による売買取引及び在外営業活
動体への純投資において、為替相場の変動によるリスクに晒されております。外国通貨建の
取引については、外貨預金口座を通じての決済、為替予約や通貨スワップ等のデリバティブ
取引により為替変動リスクをヘッジすることにしており、経営成績に与える影響を軽減して
おります。

（ⅱ）金利変動リスク
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当社グループは、適正な資本コスト率の維持及び成長投資のための財務基盤の強化を目的
として長期借入金や社債により資金調達を行っております。長期の資金調達においては、金
利市場の動向により、変動金利と固定金利のバランスを考慮して決定しており、短期の資金
調達においては、原則として変動金利としております。これらの金利に対して、必要に応じ
て金利スワップ等により、金利変動リスクのヘッジを図っております。そのため、当社グル
ープにおける金利変動リスクに対するエクスポージャーは限定的であると判断しておりま
す。

（ⅲ）株価変動リスク
当社グループは、業務上の関係を有する企業を中心に市場性のある株式を保有しておりま
す。それらは株価変動のリスクに晒されておりますが、保有について毎年合理性を確認し、
保有継続の可否及び株式数の見直しを実施しております。また、これら株式はすべてその他
の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産に指定しており、株価変動に対する純損
益への影響はありません。

② 信用リスク管理
当社グループは、保有する金融資産の相手方が債務を履行できなくなることにより、財務的
損失を被る信用リスクに晒されております。

（ⅰ）営業債権及びその他の債権
営業債権である受取手形及び売掛金については、顧客の信用リスクに晒されております。
当該リスクに関しては、新規取引発生時に顧客の信用状況について社内での審議・承認のプ
ロセスを踏むことを徹底し、必要に応じて保証金や担保を取得する等の措置を講じておりま
す。また、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、定期的に主な取引先の信用
状況を確認しております。未収入金については、取引先の信用リスクに晒されております
が、そのほとんどは短期間で決済されております。

（ⅱ）短期投資
現金及び現金同等物、及びその他の金融資産に含まれている短期投資は、格付けの高い企
業のコマーシャルペーパー、公社債投資信託、金銭の信託等の安全性と流動性の高い金融商
品であります。

（ⅲ）貸付金
貸付金については、貸付先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、新
規貸付時に貸付先の信用状況について社内での審議・承認のプロセスを踏むことを徹底し、
必要に応じて保証金や担保を取得するとともに、定期的に貸付先の信用状況を確認しており
ます。

（ⅳ）デリバティブ
デリバティブ取引の執行・管理については、その目的、利用限度額、取引の範囲及び組織
体制等を定めた社内規程に従っております。デリバティブの利用にあたっては、実需に基づ
いて投機的な取引を排除し、リスクの回避に限定して利用するとともに、信用リスクを軽減
するために、信用度の高い金融機関に限定して取引を行っております。

③ 流動性リスク管理
流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行できなくなるリ
スクであります。
当社グループでは、中長期の資金繰り計画を定期的に作成する等の方法により、手元流動性
の状況を把握し、常に必要な手元資金を十分に確保しております。
また、当社、子会社及び関連会社間でグローバルキャッシュマネジメントシステムを導入し
ており、国内外のグループ資金を集中的かつ効率的に管理することにより、流動性リスクの低
減に努めております。

2. 金融商品の公正価値等に関する事項
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2020年12月31日における帳簿価額及び公正価値については、以下のとおりであります。
（単位：百万円）

帳簿価額 公正価値

金融資産

現金及び現金同等物 353,176 353,176

営業債権及びその他の債権 200,087 200,087

デリバティブ資産 81 81

金融負債

営業債務及びその他の債務 215,842 215,842

社債及び借入金 127,694 128,258

デリバティブ負債 368 368

（1）公正価値で測定される金融商品
公正価値で測定される主な金融商品の測定方法は、以下のとおりであります。

① 短期投資（償却原価で測定される短期投資を除く）
短期投資は現金及び現金同等物に含まれ、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に
分類しております。短期投資は主に公社債投信及び金銭の信託であり、その公正価値は金利等
の観察可能なインプットを用いたモデルに基づき測定しております。
② デリバティブ資産及びデリバティブ負債
デリバティブ資産及びデリバティブ負債は、それぞれその他の金融資産及び金融負債に含ま
れ、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産及び金融負債に分類しております。これら
は為替予約、通貨スワップ及び金利スワップ等であり、主に外国為替相場や金利等の観察可能
なインプットを用いたモデルに基づき測定しております。

（2）償却原価で測定される金融商品
償却原価で測定される主な金融商品に係る公正価値の測定方法は、以下のとおりであります。

① 現金及び現金同等物（公正価値で測定される短期投資を除く）、営業債権及びその他の債権、
営業債務及びその他の債務
これらは短期間で決済されるものであるため、帳簿価額が公正価値と近似しております。

② 社債及び借入金
社債の公正価値は、市場価格に基づいております。借入金の公正価値は、残存期間における
元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に
より算定しております。

1株当たり情報に関する注記
1. 1株当たり親会社所有者帰属持分 1,920円56銭
2. 基本的1株当たり当期利益 262円29銭

その他の注記
金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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重要な後発事象に関する注記
当社は、2021年2月3日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適
用される同法第156条の規定に基づき、2021年2月4日から2021年4月30日までに、当社普通株式を、
株式の総数7,000千株又は取得価額の総額50,000百万円を限度として取得することを決議しました。
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株主資本等変動計算書（2020年1月1日から2020年12月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益
剰余金
合 計圧縮記帳

積 立 金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 85,424 108,889 108,889 14,117 6,515 305,500 236,044 562,176

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 △65,032 △65,032

圧縮記帳積立金の取崩 　 　 　 　 △49 　 49 －

当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 　 116,269 116,269

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 　 　 　

自 己 株 式 の 処 分 　 　 　 　 　 　 △187 △187

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 　 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △49 － 51,099 51,050

当 期 末 残 高 85,424 108,889 108,889 14,117 6,466 305,500 287,143 613,226

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △4,126 752,363 2,362 2,362 447 755,172

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 △65,032 　 　 　 △65,032

圧縮記帳積立金の取崩 　 － 　 　 　 －

当 期 純 利 益 　 116,269 　 　 　 116,269

自 己 株 式 の 取 得 △27 △27 　 　 　 △27

自 己 株 式 の 処 分 471 284 　 　 　 284

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 △620 △620 △179 △799

当 期 変 動 額 合 計 444 51,494 △620 △620 △179 50,695

当 期 末 残 高 △3,682 803,857 1,742 1,742 268 805,867
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）
（2）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
（3）その他有価証券

時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

3. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しており、実質的残存価額まで償却しております。
（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。
なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務については、当該為替予
約等の円貨額に換算しております。

5. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額
を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

（2）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）によ
る定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により、それぞれ発生事業年度から費用処理しております。
なお、当事業年度末における年金資産が、退職給付債務から数理計算上の差異等を控除した
額を超過する場合には、前払年金費用として「投資その他の資産」の「その他」に含めて計上
しております。

6. ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。
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なお、為替予約及び通貨スワップについては振当処理の要件を満たしている場合は振当処理
を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しておりま
す。

7. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
（2）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
(3) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグ
ループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行
われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適
用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効
果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項
の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づ
いております。

（4）退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方
法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

追加情報
（新型コロナウイルス感染症に伴う重要な会計上の見積り）
重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断については、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮
して行っております。収束時期等についての統一的な見解は公表されておらず、その影響については
当事業年度以後においても一定期間続く可能性がありますが、将来に向けて徐々に回復していくもの
と仮定しております。

（業績連動型株式報酬制度）
当社は、取締役（社外取締役を除く）及び執行役員（以下、「取締役等」という。）に信託を通じて
自社の株式を交付する業績連動型株式報酬制度を導入しております。
（1）取引の概要

当社は、取締役等を対象に、当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識
を高めることを目的として、会社業績との連動性が高く、かつ透明性・客観性の高い役員報
酬制度として、業績連動型株式報酬制度を導入しております。
当該株式報酬制度として、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下、「役員報酬
BIP信託」という。）と称される仕組みを採用しております。役員報酬BIP信託とは、米国のパ
フォーマンス・シェア（Performance Share）制度及び譲渡制限付株式報酬（Restricted
Stock）制度を参考にした役員に対するインセンティブ・プランであり、役位や中期経営計画
の業績目標の達成度等に応じて、役員報酬BIP信託を通じて取得した当社株式及び当社株式の
換価処分金相当額の金銭を取締役等に交付又は給付するものであります。

（2）信託に残存する自社の株式
役員報酬BIP信託の会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する
取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年3月26日）に準じて、信託に
残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の部
に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度末
において1,482百万円、211,550株であります。
また、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に係る配当金は、2020年3月25日開催の第114
期定時株主総会については15百万円、2020年7月29日開催の取締役会については15百万円で
あります。
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貸借対照表に関する注記
1. 関係会社に対する短期金銭債権 71,493百万円
関係会社に対する短期金銭債務 139,543

2. 有形固定資産の減価償却累計額 791,703百万円
3. 有形固定資産の圧縮記帳累計額 1,606百万円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 829,115百万円
仕入高 82,328
その他の営業取引高 217,744
営業取引以外の取引高 29,625

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数
普 通 株 式 526,974株 3,218株 58,270株 471,922株
（注1）普通株式の自己株式の株式数の増加3,218株は、単元未満株式の買い取りによる増加3,218株

であります。
普通株式の自己株式の株式数の減少58,270株は、ストックオプションの行使による減少
43,000株、役員報酬BIP信託の取締役等に対する交付による減少15,000株及び単元未満株式
の売り渡しによる減少270株であります。

（注2）当事業年度末の自己株式の株式数には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式211,550株が含
まれております。
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税効果会計に関する注記
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
減価償却費 18,850百万円
退職給付引当金 3,926
未払費用 3,013
未払事業税 1,430
土地評価損 3,160
関係会社出資金評価損 8,879
その他 7,099
繰延税金資産小計 46,357
評価性引当額 △13,088
繰延税金資産合計 33,269

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △757
圧縮記帳積立金 △2,854
その他 △304
繰延税金負債合計 △3,915

繰延税金資産の純額 29,354

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差
異の原因となった主要な項目別の内訳
法定実効税率 30.62％
（調整）
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.49
試験研究費等の法人税額特別控除 △2.16
その他 0.12
税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.09

リースにより使用する固定資産に関する注記
オペレーティング・リース取引
未経過リース料
1 年 内 1,466百万円
1 年 超 1,871
合 計 3,337
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関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種類 会社等の名称 資本金または
出 資 金 事業の内容

議決権等
の 所 有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社
花王グループカ
スタマーマーケ
ティング株式会
社

百万円
10

コンシュー
マープロダ
クツ事業に
関する製品
の販売

所有直接
100.0

当社製品
の販売先

当社製品の
販売（注1） 722,171 売 掛 金 33,802

販売手数料
の支払
（注2）

113,374 － －

子会社 株式会社カネボ
ウ化粧品

百万円
7,500

化粧品事業
に関する製
品の製造販
売

所有直接
100.0

製 品 の
販 売 先

資金の預り
（注3） 預 り 金 68,107

利息の支払
（注4）

114 － －

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）当社製品の販売については、市場価格を基に販売価額を決定しております。
（注2）販売手数料の支払については、取引に応じ一定割合の販売手数料を支払っております。
（注3）資金の預りについては、当社が資金の一元管理を行っております。また、資金の決済が随時行

われており、取引金額としての把握が困難であるため、当事業年度末の残高のみ記載しており
ます。

（注4）利息の支払については、市場金利を勘案して利率を決定しております。

1株当たり情報に関する注記
1. 1株当たり純資産額 1,673円01銭
2. 1株当たり当期純利益 241円47銭
（注）1株当たり情報の算定において、役員報酬BIP信託が保有する当社株式を自己株式として処理し

ていることから、期末株式数及び期中平均株式数から当該株式数を控除しております。当該信
託が保有する当社株式の期末株式数は211,550株、期中平均株式数は216,931株であります。

その他の注記
金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

重要な後発事象に関する注記
当社は、2021年2月3日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適
用される同法第156条の規定に基づき、2021年2月4日から2021年4月30日までに、当社普通株式を、
株式の総数7,000千株又は取得価額の総額50,000百万円を限度として取得することを決議しました。
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